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農林統計学	


１）確率分布	


２）推定論	


３）検定論	


４）相関と回帰	


５）重回帰分析と多変量解析	


６）時系列解析	


７）スペクトル分析	


８）数理計画法	
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教科書・参考書の紹介	


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第１限目（10:30～12:00）	

　　　　　　１．森棟公夫「統計学入門」新世社	


　　　　　　２．水本久夫「統計の基礎」培風館	


　　　　　　３．蓑谷千凰彦「統計学入門」東京図書	


　　　　　　４．宮川公男「基本統計学」有斐閣	


　　　　　　５．P.G.ﾎｰｴﾙ著、浅井晃・村上正康訳「初等統計学」培風館	


　　　統計学の類型	


　　　　　数理統計　vs　社会統計	

　　　　　記述統計　vs　推測統計	

　　　　　非ベイズ統計　vs　ベイズ統計	


　　　統計学と計量経済学	
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データの整理	

　データの種類	


　　　　　時系列データ、クロスセクションデータ、パネルデータ	


　　　　　量的情報　と　質的情報（カテゴリカﾙ・データ）	


　　　　　　　ダミー変数、LOGIT分析、PROBIT分析、TOBIT分析	

　　　　　母集団　と　標本	


　　データの代表値	


　　　　　位置　　平均（mean）･･････算術平均、幾何平均、調和平均	

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　移動平均、加重平均	


　　　　　　　　　　中位数（median）、	

　　　　　　　　　　最頻値（mode）	

　　　　　拡がり　分散・・・・・・不偏分散、標準偏差	


　　　　　　　　　　散布度・・・・ 四分位範囲、	


　　　　　　　　　　　　　　　　　　四分位分散係数＝四分位範囲／中央値ｘ２	


                           変動係数・・・・四分位範囲CV＝標準偏差／平均	
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度数分布表（ヒストグラム）	


　　　階級、階級値、	


　　　度数、相対度数、	


　　　累積度数、累積相対度数	


・分布の平等度	


　　　ローレンツ曲線とジニ係数	
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ランダムなデータの散布図	
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データの整理と統計情報特徴	


図によりデータの特徴を視覚的に把握	

ｰｰ度数分布図（ヒストグラム）や散布図などｰｰ	


気温変化の度数分布と累積頻度	


0.5℃刻みの階級を横軸に
とり、各階級に属する気温
変化の標本個数を縦軸に
測った1000個の気温変化
データの柱状グラフ	
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ローレンツ曲線	


… 

所得分配線	


完全平等線
（45度線）	


所得のローレンツ曲線（勤労者世帯）	


世帯数の累積相対比率	


年
間
所
得
叏
累
積
相
対
比
率	


‐‐分布の平等性の検討‐‐	
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独立な事象と条件付確率	

•  確率の独立性と従属性	


–  確率の加法定理　P(A∪B) = P(A) + P(B) - P(A∩B) 
–  条件付確率　　　　P(B|A)=P(A∩B)/P(A) 
–  確率の乗法定理　P(A∩B)=P(B|A) P(A)  
　　　　　　　　　　↓	

–  独立性	


•  P(A|B)＝ P(A)  
•  P(B|A)＝ P(B) 
•  P(A∩B)＝ P(A) P(B) 

•  ベイズの公式	

– 条件つき確率を用いて、条件と結果を逆転した確率を
求める方法	

　　　　　　　　　　　　　P(B|A)P(A) 
　　　P(A|B)＝------------------------------------- 
　　　　　　　　　 P(B|A)P(A)＋ P(B|Ac)P(Ac) 
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確率変数とその分布	


離散変数　と　連続変数	


•  確率関数・密度関数と確率分布関数　	

– 確率関数（離散型）	

– 密度関数（連続型）	

– 分布関数（確率関数と密度関数の積分形）	
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基本的な分布関数	


１．二項分布	


２．ポアソン分布	


　　　二項分布のポアソン近似	


３．一様分布	


４．正規分布	


– 　　標準正規分布	
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１．二項分布	


ベルヌ‐イ試行	

＝試行の結果が２種類しかない実験	

　　　P(｛成功｝)＝ｐ、　 	

　　　P(｛失敗｝)＝1-ｐ	


独立なベルヌーイ試行をｎ回繰り返す時、	


「ｎ回の試行のうちで成功した回数」を確率変数Xとすると、	


　　P(｛X=x｝)＝ｐ（ｘ）＝ｎCxpxqn-x 

　　特定のｎとｐを伴った二項分布をB(n,p)と表記する。	


資料）森棟公夫「統計学入門」新世社	
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ポアソン分布	


１）時間を細かく細分すれば、細分された時間内にその事象が２回以上起きる確率はゼロ、
その事象が起きるか起きないかのベルヌーイ試行であると見なせる	


２）個々の細分化された時間内に起きる事象は、他の時間内に起きる事象とは独立してい
る。	


３）ある細分化された時間内に事象が起きる確率は時間の長さに比例している	


全時間ｓ中に事象が起きる回数を確率変数Xとした場合、	

n区間のうちx区間で事象が起きる確率は二項分布になり、 	

λを単位時間内に事象が起きる確率とすると	


　　　　　　p(x)＝ ｎCx（λs／n）x（１‐λs／n） n-x　	


ここで、細分化された区間の数ｎを極限まで増加させると	


　　　　　　p(x)＝λxexp（‐λ）／x!　　　　X＝0,1,…，∞	


出所）森棟公夫「統計学入門」新世社	
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一様分布	


•  確率変数xの密度関数がある連続な区間
（a<x<b）で一定、区間外では密度は０であるとす
る。このような分布を一様分布と呼ぶ。分布のパ
ラメータは区間の両端の値aとbである。密度関数
の面積は１になるべきであるから、密度は1/（b-
a）となる	


　　　E(x)= 1/（b-a）∫a
bxdx 

　　　　　　=(a+b)/2 
       V(x)=(b-a)2/12 

出所）森棟公夫「統計学入門」新世社	
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正規分布	

•  正規分布（normal distribution）	


– 連続分布の中でも特によく用いられる分布。	

　N（µ，　 ）で表される。	

– とくに、平均0、分散1の正規分布を標準正規
分布といい、N（0, 1）で表す 。	


– 正規分布は平均値µと分散　　によって規定さ
れる。	


正規分布の確率
密度関数	
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正規分布のグラフ	


0.00 
0.05 
0.10 
0.15 
0.20 
0.25 
0.30 
0.35 
0.40 
0.45 

約68.2% 
約95.4% 

変曲点	


- s + s 

µ 

0.399	


0.242	


0.054	

x	


F(x)	


+ s	
μ	
 + 2s	
μ	
 + 3s	
μ	
- s	
μ	
- 2s	
μ	
- 3s	
μ	


標準正規分布：	


N（0，1）	

µ=0 
σ2=1	
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N (0, 1) 

N (0, 2) 

N (0, 0.5) 

分散の大きさによる違い	


µ=0	


σ2=0.5	


σ2=1	


σ2=2	
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平均値の大きさによる違い	


0	


0.2	


0.4	


0.6	

-
5
.0
0
 

-
4
.6
0
 

-
4
.2
0
 

-
3
.8
0
 

-
3
.4
0
 

-
3
.0
0
 

-
2
.6
0
 

-
2
.2
0
 

-
1
.8
0
 

-
1
.4
0
 

-
1
.0
0
 

-
0
.6
0
 

-
0
.2
0
 

0
.2
0
 

0
.6
0
 

1
.0
0
 

1
.4
0
 

1
.8
0
 

2
.2
0
 

2
.6
0
 

3
.0
0
 

3
.4
0
 

3
.8
0
 

4
.2
0
 

4
.6
0
 

5
.0
0
 

N (-2, 1) 

N (0, 1) 

N (2, 1) µ = -2 µ = ＋2 µ = 0 

σ2=1	




18 

同時確率分布と周辺確率分布	


•   	


ここで、 µｘ、 µｙは確率変数X,Yの平均値	
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標本分布	


１．無作為抽出と無作為標本	


２．標本平均の分布	

（定理１）無作為標本からの標本平均の分布	


（定理２）正規分布の再生性	


（定理３）チェビシェフの不等式	


（定理４）大数の弱法則	


（定理５）大数の強法則	


（定理６）中心極限定理	


　　　　　　（ポアソン確率の正規近似）	


　　　　　　（二項確率の正規近似）	


（定理７）標本分散の分布	


資料）森棟公夫「統計学入門」新世社	
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定理 １   標本平均の分布	


を求めると、　　の平均値はµ、分散は　　/nとなる。	


確率変数Xの平均はµ、分散はσ2であるとする。Xに関す
る大きさnの無作為標本 {X1，X2，…，Xn} より、	


標本平均	


資料）森棟公夫「統計学入門」新世社	
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定理 2　正規分布の再生性	


独立な確率変数　　，i ＝1, 2,…., mが、各 i について平
均値µ、分散が　　の正規分布に従って分布していると
する。　そのとき、各々の確率変数の和　　　　　は、もと

の平均値の和　　　　　を平均とし、もとの分散の和　　　　

を分散とする正規分布に従って分布する。	


資料）森棟公夫「統計学入門」新世社	
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定理 3　チェビシェフの不等式	


標準化された確率変数Zは、次の不等式を満たす。	


出所）森棟公夫「統計学入門」新世社	
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定理 4　大数の弱法則	


確率変数 Xに関する大きさがnの無作為標本{X1，X2,…,　
Xn}があり 、Xの平均はµ、分散は　　とする。任意の正の
定数 cについて、	


となる。ただし　　は標本平均とする。	


資料）森棟公夫「統計学入門」新世社	
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定理 5　大数の強法則	

確率変数 Xに関する大きさがnの無作為標本{X1，X2,…,　
Xn}があり 、　　　　　　とする。任意の正の定数 cについて、	


となる。ただし　　は標本平均とする。	


出所）森棟公夫「統計学入門」新世社	
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定理 6　中心極限定理	

大きさがnの無作為標本 {X1，X2,…,　Xn} があり 、各 　 ，
i ＝1, 2,…， n の平均はµ、分散が　　であるとする。この
とき、標本平均　　　　　　　　　　を標準化した統計量	


の分布は、nが大であれば標準正規分布で近似できる。	


出所）森棟公夫「統計学入門」新世社	
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定理 7   標本分散の分布	


正規母集団　　　　　　からの大きさ nの無作為標本を
{X1，X2,…,　Xn} とすると、	


は自由度が n‐1の　　分布（カイ2乗分布）に従って
分布する。	


資料）森棟公夫「統計学入門」新世社	
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検定用の複合的な確率分布	


１）χ2分布	


　　標準正規変量の二乗和の分布	


２） t 分布	

　　標準正規変量とχ2変量の比の分布	


３）Ｆ分布	


　　χ2変量同士の比の分布	


資料）森棟公夫「統計学入門」新世社	
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　　分布	


　　分布は、互いに独立な標準正規確率変数の2乗和
の分布で、そのパラメーターは、独立な確率変数の数、
あるいは自由度である。Z1からZkを独立に分布する標
準正規確率変数とすると、	


が自由度kの　　確率変数で、kの値によって次の図の
ように分布している。　	


資料）森棟公夫「統計学入門」新世社	




29 

χ2 分布　つづき	

Wの平均値は、Wの右辺の個々の平均値を求めて足し合わせ
ればよいが、たとえばZ1の項の平均値は、Z1の分散だから1であ
る。したがってWの平均値は自由度kとなる。Wの分散は各Zが独
立に分布しているので、Zの2乗の分散をk倍して求まる。2乗の
分散は、標準正規確率変数の性質［尖度E(z4）=3］によって、	


となる。したがってV（W）は2k、つまり自由度の2倍である。　　　
標準正規確率変数ではなく、Xi が平均µ、分散　　の正規確率変
数だと、	


が自由度kの　　確率変数になる。	


資料）森棟公夫「統計学入門」新世社	
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図：χ
2
分布　　	
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資料）森棟公夫「統計学入門」新世社	
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 t 分布	

Z を標準正規確率変数、W を自由度がkの　　確率変
数とする。さらに、Z と W が独立に分布していれば	


は自由度がkの t 確率変数であり、その分布を「自由
度kの t 分布」という。上の式を t 比 と呼ぶことがある。	


t分布は原点に関して対称な分布になっている。自由
度が1のときは平均値も分散も存在しない。自由度が
2のときは平均値は存在するが分散が存在しない。自
由度が3以上になって初めて平均値も分散も存在する。	


資料）森棟公夫「統計学入門」新世社	
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t 分布の平均値は0、分散は k/(k‐2)となるから、分散は1よ
りも多少大きい。自由度がある程度大きければ、分散はほ
とんど1と変わらない。図からも自由度が大きくなれば分布
の裾が薄くなり、散らばりが小さくなることが理解できる。	


資料）森棟公夫「統計学入門」新世社	


 t 分布の図　　	




ｔ分布の正規近似	


•  ｔ比の分母は対数の法則によりｎが大き
ければ１に近づくから、ｎが大ならｔ比は
分子の標準正規確率変数と殆ど変らな
くなる。従ってｔ比も分布は自由度が大き
ければ標準正規分布で近似できる。Zを
標準正規確率変数とすれば、 
　　　　　P（｛ｔ≦c｝）　≒　P（｛Z≦c｝） 
　となる。	


33 
資料）森棟公夫「統計学入門」新世社	
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F 分布	

Vを自由度がmの　　確率変数とし、Wを自由度がkの
同じく　　確率変数とする。ここで、VとWが独立に分布
していればVとW間の比率	


は「自由度がmとkの F分布」 に従って分布している。
比率Fを F比 と呼ぶ。F比の平均値は k/(k‐2)である。
またkが3以上でないと平均値は存在しない。kが大き
ければ、平均値はほぼ1である。	


資料）森棟公夫「統計学入門」新世社	
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図： F 分布　　	
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資料）森棟公夫「統計学入門」新世社	
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推定論	


•  母数（パラメータ）	

– 推定量（estimator）　vs　推定値（estimate）	

– 統計量　vs　統計値	


•  １）点推定　vs　区間推定	

– 信頼区間、　	

– 信頼係数、	

– 信頼限界	


資料）森棟公夫「統計学入門」新世社	
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0 1.96 

２．５％	


標本平均の標準化されたZは　　　　　　　　　　　　となり、標準正規分布表より	


95%の信頼区間に入る確率はP(｛‐1.96 ≦ Z ≦ 1.96｝)＝0.95、従って、	


これから、　　に標本平均の実現値72を代入すると、µの区間推定は、　64.2 ≦µ≦81.8となる	


区間推定の例題	


ある農産物の価格は月ごとに変動する。平均µは未知だが、標準偏差は12円の正規分布からの無作
為標本と見なせるとする。最近６か月の価格が76円, 63円, 83円, 86円, 53円, 71円であった。この時、
平均価格の推定値を95%の信頼係数で区間推定するとその信頼限界はどうなるか	


中心極限定理より、標本平均を標準化した変数の分布は、平均µ、分散σ2/n= 144/6＝24の標準正規分布に従うから	


-1.96 

　　=　　　64.2　　　　　　　　　　　　　81.8	


Z=	
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•  ２）推定量の特性	

– 不偏性(unbiasness) ････・･小標本特性	

– 一致性（consistency）･････大標本特性	

– 効率性（efficiency）	

– 充分性（ sufficiency ）	




39 

•  ３）平均の推定	

•  ４）分散の推定	

•  ５）平均と分散の推定	

•  ６）成功確率の推定	

•  ７）標本規模の決定	

•  ８）推定法	


– 積率法（moment method）	

– 最尤法(maximum likelyhood method) 

資料）森棟公夫「統計学入門」新世社	
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統計的仮説検定	

•  １）検定の諸概念	


– 対立仮説(alternative) hypothesis 

– 帰無仮説(null hypothesis) 

ここで、p は新品質管理の導入後の欠陥品の発生確率	

 　　　　p0は従来の品質管理の下での欠陥品の発生確率	


– 検定統計量（test statistics) 
　　　　ある工場で生産される電気部品の標本欠陥比率	

　　　　　　　古い品質管理法の下での欠陥比率が10%の時	

　　　　　　　　　25個中欠陥品が０個→帰無仮説を棄却	

　　　　　　　　　25個中欠陥品が５個→帰無仮説を棄却できず	


資料）森棟公夫「統計学入門」新世社	
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棄却域、採択域と臨界値（critical value) 
–  Ｐ値（確率値）　　到達された有意水準	


•  　　帰無仮説の下で検定統計量を超える確率	
 
– 二種類の過誤	


•  第一種の過誤（有意水準＝α）	


•  第二種の過誤（β）	


表6.1 
真の状態＼判断	
 H0採択（Ha棄却）	
 H0棄却（Ha採択）	


H0が正しい	
 正しい判断	
 第1種の過誤	


Haが正しい	
 第2種の過誤	
 正しい判断	

資料）森棟公夫「統計学入門」新世社	
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棄却域の決め方	


•  １）検定統計量を選ぶ	

•  ２）第１種の過誤（＝有意水準）の大きさを	

　　　決める（通常は1%,5%,10%）。	

•  ３）有意水準にあった臨界値を決める。	

　　　帰無仮説から見て、臨界値よりも遠く	


　　　対立仮説に近い領域を棄却域とする。	


　　　　　　　　　　↓	


　　　採択域＝棄却域の排反事象となる領域	
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工場で品質管理方法を改善：　　	

　　検定統計量：　　25個の標本のうちで検出される不良品の比率	

　　 　　　　P:　改善後の不良品発生比率	

　　　　　　P0:　改善前の不良品発生比率	

　　　帰無仮説　H0:　P≧ P0  
　　　対立仮説　Ha:   P＜ P0 二項分布表により仮説検定	


帰無仮説　H0:　P≧ P0  
対立仮説　H0:　P ＜ P0  
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２）平均値の検定（分散は既知）	


•  新生児の体重の分布は正規分布で近似できて、その平均
体重はほぼ3.1kg、標準偏差は0.2kg。	


　　25の無作為標本をとる。	

　　　　＜標本平均の平均値の実現地が3.0であった＞	

　　　　　　　　　　　　　↓	


•  　対立仮説「平均体重は3.1kgより少ないのではないか」	

　　　帰無仮説「平均体重は3.1kgである」	

　　　　　標準偏差はどちらの仮説の下でも、0.2/5＝0.04 
　　　　　検定の有意水準＝５％	
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　棄却域と臨界値	


帰無仮説　H0:µ=3.1 対立仮説　Ha:µ=3.1 

Z=-2.5(=3) Z=0 (=3.1) 

Z=-1.65(=3.034) 

α β 

有意水準＝第１種の過誤α＝0.05 

　　　　　　　　第２種の過誤β=0.198 
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•  異なる棄却域	


第２種の過誤	


異なる検定統計量	
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有意水準と第２種の過誤	


表6.2 
有意水準α 0.01 0.05 0.10 0.25 

β 0.40 0.20 0.11 0.04 

例１、1986年の滋賀県の17歳児の平均身長、男子171.5cm、女子158.5cm、男女とも標本
の大きさ450、1949年の17歳児の全国平均身長は、男子161.2cm、女子152.2cm。平均身
長＝µ、身長の分布は正規分布で近似できる。標準偏差は1986年の全国値より、男子
5.75cm、女子5.07cm。　　　　＜37年間に平均身長が伸びたかどうか＞	


帰無仮説：男子µ＝161.2、女子µ＝152.2 

対立仮説：男子µ＞161.2、女子µ＞152.2 

男子の場合	


女子の場合	


男女とも帰無仮説は棄却、Ｐ値は殆どゼロ	


資料）森棟公夫「統計学入門」新世社	




48 

母分布が未知の場合	

母集団における分布が未知の場合、検定統計量の分布を正規分布で近似して検定。	


母分布は未知だが、母分散C２は既知の場合	


：中心極限定理により標準正規分布で近似	
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３）平均値の検定（分散は未知）	

正規母集団の場合	


母平均と母分散が共に未知の時、母分散を標本分散で置き換え、統計量を標準化	


各々の仮説の下で自由度n-1のｔ分布に従う。	
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母分布が未知の場合	

母集団における分布が未知であれば、検定は中心極限定理に依存して行う	


仮説検定と信頼区間	


仮説検定における採択域の不等式と、信頼区間の不等式はまった
く同じ形式を持つ。	


「有意水準αに対して母数µ の100(1- α)%の信頼区間を作成し、この信頼区間にµ 0が入っていれば帰無仮
説は採択され、逆にこの信頼区間にµ 0 が入っていなければ帰無仮説は棄却される」という記述の妥当性？	


有意水準がαの両側検定では、採択域に関するＺ0の不等式はξをｔ分布の上側100α％点とすると	


母数µの100α％信頼区間は、同じξを使って	


（例）ある工場で生産される電球の平均寿命は1200時間。設備更新した新工程で生産される
電球を100個無作為抽出し、電球の平均寿命が延びたかどうか検定する。帰無仮説は
µ=1200、対立仮説はµ＞1200である。 得られた標本から計算された標本平均は1230時間、
標準偏差は標本観察値より120と推定された。母集団分布は分からないが、nが100と大きい
ので、標本平均の分布は正規分布により近似できる。標準正規分布表より、有意水準1%に
対する臨界値はz0=2.33、標本平均X’の臨界値に変換すると1200+(120/10)2.33=1228。 
有意水準1%で対立仮説が採択される。P値もほとんど0.01． 
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４）平均値の差の検定	

学歴の差によって所得格差ができるかどうか	


高卒グループと大卒グループの間で平均所得に差があるかどうかの検定	


資料）森棟公夫「統計学入門」新世社	




52 

1)母分散が既知の場合	


2)母分散は等しいが未知の場合（ｔ検定）	


3)母分散が異なり、かつ未知の場合	


正規母集団の場合	


上記の１）の検定統計量を使うが、分母のＶ（Ｘ）が未知分散σ1
2と

σ2
2を含むので、　未知分散を各々の標本から得られる標本分散
Ｓ1

2とS2
2で置換える。検定統計量の帰無仮説の下での分布は標

準正規分布で近似できる	


：標準正規分布に従う	


：自由度（n1+n2-2）のt分布に従う	
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分布が未知の場合	


検定統計量は、正規母集団の3)のケースと同じ	


例題6.3 

例題6.4 

帰無仮説のもとでの分布は中心極限定理により標準正規分布で近似	
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５）成功確率の検定	


６）成功確率の差の検定	


が帰無仮説の下で標準正規分布に従う	


を満たす下側100（α/2）％点ｂを検定統計
量Z0の臨界値にする	


（二項確率に関する仮説検定の近似的方法）	


は、近似的な標準正規分布になる。結局、
平均の差の検定と同じ手続きになる	


（二項確率に関する仮説検定の近似的方法）	


サイコロを25回投げて、１の目の出る確率を検定、	


標準正規分布表より下側100（α/2）％点の検定統計量Z0の臨界値はb=1.65, 　
成功比率の臨界点は、p=1/6-1.65{1/6(1-1/6)/25}0.5 =0.044,、これに25をかけ
て1.1、つまり目の出る回数が0か1ならば帰無仮設は棄却される。 
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　裸眼視力0.3以下の高校生の比率 
高校	
 1年	
 2年	
 3年	

男子	
 22.74 24.22 25.21% 
女子	
 28.3 30.43 31.74% 

. 
東大（工）	
 東工大（工）	
 早稲田大（工）	


年度	
 1978 1983 1988 1978 1983 1988 1978 1983 1988 
製造業	
 68 73 43% 69 73 38% 66 79 58% 
非製造業	
 32 27 57% 31 27 63% 34 20 42% 
総人数	
 445 484 453 248 242 184 1040 934 875 
Ｚ0値	
 -1.9 9.8 -0.90 7.2 -6.9 10 
Ｐ値	
 3.10% 0 18% 0 0 0 

東大（工）	
 東工大（工）	
 早稲田大（工）	

年度	
 1983 1988 1983 1988 1983 1988 
金融	
 4 59 5 32 3 59 
保険	
 5 22 0 7 10 31 
証券	
 0 22 0 10 5 35 
通信報道出版	
 3 37 6 21 15 59 
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７）独立性の検定	


表6.5　在学率と出生率	


日本	
 イスラエル	
 イラク	
 インドネシア	
 韓国	
 クウェート	
 シンガポール	

在学率	
 97 83 32 37 92 79 73 
出生率	
 12 24 44 32 20 35 17 

タイ	
 中国	
 トルコ	
 パキスタン	
 フィリピン	
 香港	
 マレーシア	

在学率	
 29 35 35 10 53 68 59 
出生率	
 28 19 30 43 33 14 31 

母集団相関係数ρの推定に標本相関係数ｒを使用して、検定統計量：	


母集団からの2組の正規確率変数X,Yの独立性を検定	


は、帰無仮説の下で、自由度がn-2のｔ分布に従う。　　　　　　　　　　　　　
ｎが十分大きければTの分布は標準正規分布で近
似される	


標本相関係数　r=-0.655　から、　検定統計量Tはｰ3.0となる。ｔ分布表より、自由度n=12、有意水準
5%の臨界値は-1.782なので、在学率と4出生率の間に相関はないという帰無仮説は棄却される。 
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８）尤度比検定法	

尤度：母集団における確率変数の確率密度f(x,θ)からの、無作為標本の密度関数	


帰無仮説の下での尤度の値	


対立仮説の下での尤度の値	


尤度比	


臨界値の決定	


定理6.1　　確率変数の分布が未知母数を含み、かつその分布関数が　　　　　
幾つかの条件を満たすとする。Xの無作為標本をX1､････､Xn、帰無仮説はθ
の一部θ1･･･θkについて、　　　H0：　θ1=c1､････､θｋ＝cnｋとする。対立仮説は帰
無仮説を否定するものとする。標本の大きさｎが十分大きければ、帰無仮説
の下で-2log(λ)の分布は自由度がｋのχ2分布により、近似できる。棄却域は
χ2分布の右裾に取れば良い。	


L0はLaよりも制約が強いので、Laよりも小さい。
従って、0＜λ ＜１	
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検定の際の比較検討対象となる母集団の数が多数の場合	

１）分散分析	


２）分割表　（ χ２検定）	


３）ノンパラメトリック検定	


スピアマン順位相関係数	


クラスカル・ワリス検定	


符号付順位和検定	
 ｎが大の下で標準正規分布	


符号検定	


順位和検定	


同等性の検定	


独立性の検定	
 E = n x 行の周辺確率 x 列の周辺確率 
適合度検定	


χ２検定統計量	


観測値の総平均

からの偏差	

観測値のグループ

平均からの偏差	


グループ平均の総

平均からの偏差	


TSS = 級間変動＋級内変動	
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相関係数	

•  相関係数（correlation coefficient）	


–  2 つのデータ列の間の相関（類似性の度合い）を示す
指標。　　　　　　の間の実数値をとる。	


相関係数は、データ間の因果関係を説明するものでは
なく、あくまでもデータ間の線形関係を計測しているに
過ぎない。	


相関と回帰	




67 

　あるクラスの学生20名の身長は
各自の体重によりどの程度説明
されるか検討して見る。つまり学
生の身長を体重に規定される項
とそうではない定数項とで説明す
る回帰分析を適用する。 
　表は、クラスの学生の身長と体
重のデータを示したものである。 
つまり 
(身長) =　α + β×(体重) + 誤差項 
という関係に回帰式を適用する 

元データ	


回帰分析	

身長
(㎝)	


体重
(kg)	


1 	
167 	
 66 	

2 	
158 	
 59 	

3 	
177 	
 74 	

4 	
165 	
 65 	

5 	
162 	
 67 	

6 	
174 	
 66 	

7 	
170 	
 69 	

8 	
161 	
 65 	

9 	
165 	
 65 	

10 	
179 	
 74 	

11 	
176 	
 73 	

12 	
170 	
 68 	

13 	
157 	
 72 	

14 	
170 	
 69 	

15 	
187 	
 77 	

16 	
180 	
 74 	

17 	
184 	
 75 	

18 	
166 	
 67 	

19 	
160 	
 61 	

20 	
165 	
 66 	
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線形推定	

　この場合の重相関係数
はR=0.811と計算される。 
このことから、各学生の
体重が分かれば、ある程
度身長も推測できること
が類推される。 
この図を見る限り	


　(身長) =α + β×(体重) 

という計算式で求められ
そうである。 体重(kg)	


身長(㎝)	
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回帰係数	

•  まず、確率変数 　 (平均　　、分散　　)が身長を表わ
すとする。 
　  の期待値は　　　　 　　　となり、この平均値　  が　 
　  によって決まるという式を考える。 

言い換えれば、 　 が平均値　  の周りで分布すると
仮定することになる。	


•  つまり、各学生の体重が原因で、身長は結果であると
把握する訳である。	


•  　この場合、体重を「説明変数」、身長を「被説明変
数」 とよぶ。また、α，βを「回帰係数」と呼ぶ。	
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誤差項の分布	

•  この式はデータ毎の関係と
して次のようにも書ける。 

•  　 は「誤差項」であり、その
推定値が残差項である　 　　	


•  誤差項は　　の平均値　　
の周りの散らばりを示す。 
　  は 　 の平均値からの
散らばりなので、　 の期
待値は　　　　　　である。	


x 

y 

µj 

µk 

yk 

yj 
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誤差項と未知パラメータ	

この場合、分散は、 

となる。	

　　ここで、推定すべき未知の値は 
α、β、　　である。　(n-1)で割る
のは、ｎ個のデータが一つの式
で縛られているので、その不偏
分散を求めるためである。	
x 

y 

µj 

µk 

yk 

yj 

Ui (0,σ2) 
(i=j,k) 
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残差二乗和	


•  残差は正負両方の値をとり得るので、残差
の大きさの総和を正確に把握するために
二乗して正の値に直して、すべての標本に
ついて集計する。 
こうして導かれるのが「残差二乗和」
（RSS：Residual sum of squares）である。 
残差二乗和を最小にすることにより導かれ
る推定方法を最小二乗法という。	
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•  残差二乗和をψで表すと、式の上では 

•  となる。ａ，ｂの両方に関してこの残差二乗和ψを最小
化にする値が求めるパラメーターα，βになる。ψ
が最小になる１階の条件は、ａ，ｂについて偏微分し
てゼロと置くことにより求められるので、 
	
 	
 	
 	
 	
 	
・・・（１） 
	
 	
 	
 	
 	
 	
・・・（２） 

となり、この連立方程式を解くことによりａ，ｂの値が
推定される。	


最小二乗法	
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正規方程式	

   （１）、（２）式の和記号部分を計算して、 

	
 	
 	
 	
 	
 

	
 	
 	
 	
 	
 	
 

・・・（３）	


ここで 

・・・（５）	


（３）、（５）式をあわせて、正規方程式と呼ぶ	


・・・（４）	
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定数項と回帰係数の解法	


•  （５）式に（４）式を代入して	


（４）、（６）式より、　 	
 	
 	
　　を計算す
るとα、βを計算することができる。	


＊注意＊	


・・・（６）	
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逐次代入による解法	


•  実際に計算すると 

これを（４）、（６）式に代入して計算すると、 

と計算できる。	


ここでは、先ず一つの式から一つの未知パラメーターを解いて、それを他
の式に代入して別の未知パラメータを解いていったが、これでは変数の数
が増えれば大変である。これを変数の数に関係なく一気に解く方法がある。
それがクラメルの公式である。	
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(1),(2)式をaとbを未知数とみなして、行列とベクトル形式で整理すると、 

これを係数行列および未知数ベクトルと定数項ベクトルの形に整理すると	


クラメルの公式により、この連立方程式の解は次のように解かれる。	


クラメルの公式による正規方程式の解法	


ここでは、２変数からなる単回帰の２次元の例で説明したが、この解法は
n変数からなる多次元の係数行列の場合にも適用可能である。	
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推定結果の応用	


•  以上の計算から、つぎのように推計できた。 
	
 	
 	
 	
 	
・・・（７） 

例えば、体重が60kgである人の期待される身長は、　 　	


　　　に60を代入して、167㎝ 

   と推定できる。 

一般に、（７）式のように特定化された関数形とパラメータ
の組み合わせで表現される関係式を「モデル」と呼ぶ。	
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モデルの説明力	


•  以上で推定したモデルにより、体重と身長の関係は、ど
の程度説明されるのか？ 
⇒モデルの説明力を示す指標として 
　「決定係数」がある(　　と表記)。 
決定係数は被説明変数の全変動TSS(　　　　　　)のうち、
モデルの推定式の数値の変動・ESS(　　　　　　)がどの
程度の割合を占めるかを示し、0～1の間の値で示され
る。 
残差二乗和RSSを用いても　　を計算でき、　　　　　　　　
	
　=ESS/TSS=1-RSS/TSS 

と示される。 
RSS,TSS,ESSの間にはつぎの関係が成り立つ。 
	
ESS+RSS=TSS	
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•   
ここで、実際には、RSSの方を先に計算して 

	
 	
 	
 	
 	
である。 
　また 	
 	
 	
　　となり、 
	
 	
 	
 	
　　という関係が成立している。	


•  決定係数　　=0.658ということは、身長の変動のうち、この
推定式では65.8%の変動が説明されることになる。	


モデルの説明力と決定係数	
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仮説検定	


•  以上のモデルでは、身長は体重の増加関
数として推定されたが、その信頼性を検討
する。 
各々の変数の回帰係数の有意さを確認す
る検定の方法として「ｔ検定」がある。	
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統計的仮説検定	

•  統計学で、仮説を検定する場合は、 
「対立仮説」：Ha 
「帰無仮説」：H0 
を設定し、示したい仮説を対立仮説に、否定したい仮
説を帰無仮説にする。これは、ある命題が正しいこと
を示すには、全てのケースで成り立つことを証明する
必要があるが、ある命題を否定するには例外を一つ
示せば良いため、背反事象の命題を否定する方が簡
単だからである。つまり、背理法を適用することにな
る。 
　この帰無仮説を一定の「有意水準」に対して否定で
きるかどうかを調べるのが統計的仮説検定の目的で
ある。	
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仮説検定の例題	

例）京都市の高校で36人のクラスで理科の試験を実施した結果、そ
の平均点が65点であった。他方、同一試験の京都府全体の平均
点は60点、標準偏差が12であった。点数の分布が正規分布に従っ
ている場合、このクラスは京都府全体の平均点より高いといえるか
どうかを検定する？ 
　標本平均を 
　対立仮説を 　　：μ>60 
　帰無仮説を 　　：μ=60 	
として設定する。	


○標準正規分布を利用するために、このサンプルを標準化して、	


　　　標準化統計量に変換する。	


　　　帰無仮説の下での標準化検定統計量は　	


　　　と変換される。	
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仮説検定と有意水準の設定	


•  前述したよう標準化統計量の実現値は2.5であった。標準化統計量は帰無仮
説の下で標準正規分布に従って分布している。 
統計書で用意されている標準正規分布表に従って、‐∞から2.5までの確率
は0.9938と分かる。このことから、帰無仮説のもとで実現値が2.5以上になる
確率（P値）は　1-0.9938=0.0062となり、極めて生じ難いことが生じたことにな
る。ということは設定した帰無仮説が現実的ではなかったからだと判断して、
これを棄却する。しかし、この帰無仮説が正しかったにも拘らず間違って棄
却する確率は0.0062である。この場合、有意水準1%で帰無仮説は棄却でき
る。	


0 
2.5 
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仮説検定と棄却域	


•  従って、京都市の高校の当該クラスの平均値は京都府全体の平均と
同じという仮説は棄却できる。 
この時、1%有意の値は、 
	
　　≧60+2×2.33=64.66 

5%有意では、 
	
　　≧60+2×1.65=63.3　となり 

平均点が63.3点以上なら5%の有意水準で帰無仮説が棄却できると
いえる。	


0 2.5 
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ｔ 検定̶-t 分布による検定--	

•  ｔ統計量は次のように定義される。 

　この場合のｔ検定では、対立仮説の　　　　　が帰
無仮説　　　　　という特定の値と有意に異なるか
どうかを調べる。 
ｔ統計量は、自由度が標本数n-1のｔ分布に従っ
て分布することが知られている。	


ｔ分布の図は既に示したよう、自由度の小さい段階
では正規分布からずれるが、自由度を大きくしてい
けば次第に正規分布に近づいていく。	
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係数推定値の有意性の検定	

前述の身長推定モデルにおいて、体重の回帰係数
は1.440、標本数は20である。ここで、検定したいの
は、回帰係数が０と有意に異なるかどうかである。こ
の場合の検定統計量としてのｔ統計量を求める。　　 

ここで、検定条件は　　　　　　　　　　	


とすると、検定に使う ｔ 値は	


であるから、	


となる。	
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ｔ検定と自由度	


　自由度は、｛推定に用いたデータの数‐変数（またはパラメー
ター）の数｝である。この場合、推定した係数が2個、標本数が
20なので自由度は18である。そこで、自由度18のｔ分布にお
いて右裾の確率が1%になる確率変数の値は2.552なので、上
記のｔ値はこれを超えていることが分かる。従って、回帰係数
βについて、帰無仮説は1%の有意水準で棄却できる。つまり、
体重は身長を規定する関係にあるといえる。	


これから	


従って、	
 となる。	
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DW値は残差項の自己相関係数ｒと次の近似式の関係にあり、
２に近いほど系列相関は無いと判断される。 

　　　　　　　　DW ≒ 2(1‐r)	
 
ここで推定した身長と体重との関係に関するモデルの場合
の系列相関の検定結果は、DW＝2.190422となり、誤差項
の系列相関は殆ど無いと判断される。	
 

次に、誤差項の系列相関の有無についての検定には、ダー
ビン・ワトソン検定が適用される。この検定は誤差項の自
己相関係数を用いて次の式により検定される。	
 

系列相関の検定　----ダービン・ワトソン検定----	
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系列相関の有無に関する検定は、ダービンとワトソンが提
唱するDW検定表において、データの数と説明変数の数の
組み合わせで決まる２つの値dLとdUに基づいて、以下の
ように判定される。	
 

系列相関の検定は特に時系列データやパネルデータで問題
になり、クロスセクションデータでは余り大きな意味は持
たない。また、系列相関の存在は、一定期間の構造の分析
よりも推定された結果に基づいて将来予測をするときに特
に大きな問題になる。	
 

dw<dLの場合　　　　正の自己相関があり、	
 
dU<dw<4-dUの場合　自己相関が無いという仮説を棄却できない	
 
4-dL<dw の場合、　　負の自己相関がある。	
 
DL<dw<dU または　4-dU<dw<4-dL の場合、結論は未定。	
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系列相関の検定を行う場合、説明変数にラグ付き従属変数
がない場合にはDW比を使うが、説明変数にラグ付き従属
変数がある場合には、次のダービンのｈ統計量を用いる。	
 

ダービンのｈ統計量は近似的に標準正規分布に従うことを利用して検
定を行う。有意水準が10％の場合、 
　h<-645の場合、　　　負の自己相関あり、 
　-1.65<h<1.645の場合、自己相関無しという仮説が棄却できない、　　　　 
　1.645<hの場合、　　　正の自己相関がある。 
　1-nv≦0の場合には、ejをej-1と元の説明変数とに回帰し、ej-1の係数
の有意性で判断する。	
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以上の単回帰式の推定と検定の結果をまとめると次の表のよう
になる。つまり、体重の係数推定値は1%水準で有意に０と異なっ
ている。その点推定値は1.441であり、またその区間推定結果に
よると、その推定値は95%の信頼限界で0.927から1.955の範囲に
収まる。 

さらに、その推定式全体としての説
明力に関しては、決定係数が0.65で
あり、生徒の身長の分布の約６５％
は、体重により説明できることにな
る。また、DW比は2.19であり、誤差
項の系列相関は殆ど無い、良好な
推定結果であることが知られる。	
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多重回帰式の推定と検定	


•  ここまでで、身長の推定モデルは説明力も大きく、
係数の信頼性も十分高いということが確認され
た。 
しかし、身長は体重だけで決まるわけではない。 
そこで、以上の最小二乗法による推定を拡充し
て、説明変数の数を増やすことを試みる。	
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多重回帰式の推定	


•  追加する説明変数として、学生の父
親の身長を考える。当然、先天的
には遺伝的な要素により、強い関
係が考えられる。しかし、実際に
は母親の体格にも影響される筈で
あり、また、後天的な食習慣や運
動経験によっても影響されるので、
父親の身長だけに大きく関係する
とは限らない。	


•  この場合、本人の体重と並んで、父
親の身長はどの程度強く、子供の
身長に関係するかを推定する。	


身長(㎝)	
 体重(kg)	

父親の
身長(㎝)	


1 	
 167 	
 66 	
 164 	

2 	
 158 	
 59 	
 155 	

3 	
 177 	
 74 	
 172 	

4 	
 165 	
 65 	
 162 	

5 	
 162 	
 67 	
 159 	

6 	
 174 	
 66 	
 170 	

7 	
 170 	
 69 	
 166 	

8 	
 161 	
 65 	
 159 	

9 	
 165 	
 65 	
 160 	

10 	
 179 	
 74 	
 174 	

11 	
 176 	
 73 	
 172 	

12 	
 170 	
 68 	
 164 	

13 	
 157 	
 72 	
 155 	

14 	
 170 	
 69 	
 166 	

15 	
 187 	
 77 	
 181 	

16 	
 180 	
 74 	
 176 	

17 	
 184 	
 75 	
 178 	

18 	
 166 	
 67 	
 162 	

19 	
 160 	
 61 	
 157 	

20 	
 165 	
 66 	
 164 	
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多重回帰式と最小二乗法	


•  父親の身長を示す説明変数を　　としたとき、回帰
式は下のようになる。 

•  単回帰の場合と同様に、残差二乗和を最小にする
ことにより、各々の係数を推定するので、それぞ
れの係数について偏微分して０とおく。 
	
 	
 	
 	
 	
・・・（８） 
	
 	
 	
 	
 	
・・・（９） 
	
 	
 	
 	
 	
・・・（１０） 

この（８）～（１０）式からなる連立方程式を解くこ
とにより、各々の回帰係数を推定することになる。	
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以上に示したように、学生の身長を

本人の体重及び父親の身長で説

明する重回帰分析の推定結果は

以下のようにまとめられる。父親の

身長に関する係数の点推定値は

1.037であり、また、95％の信頼限
界での区間推定は0.819から1.256
の範囲となる。	
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父親の身長を説明変数に加えることによって、決定係数は大

幅に改善された。また、父親の身長の係数推定値は1%水準
で有意であり、そのP値は殆どゼロに近い。他方、もとからの
説明変数である体重の係数推定値の有意性は若干低くなっ

ていることが分かる。単回帰の時には１％水準で有意であっ

たが、この重回帰分析では１％水準では有意ではなくなり、

５％水準で辛うじて有意になっている。誤差項の系列相関に

関しては、ダービン・ワトソン比（DW比）が２に近いのでほぼ
系列相関も小さいと言えるが、単回帰の結果に比べて２を上

回る度合いがやや大きくなっている。 
また、学生の身長は、本人の体重よりも、父親の身長により

規定される度合いが強いことがわかる。	
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定常性の検定と時系列解析	


　通常の回帰分析では、決定係数による説明変数全体としての
説明力の程度、各係数推定値の有意性の検定、誤差項の系列
相関の有無の検定で十分であるが、サンプル期間の長い時系
列データの場合には、その定常性が問題になる。定常性を満
たす時系列データとは、変数の自己相関係数を、もとの変数に
関してラグをゼロから順番にずらしてとっていった場合に、ラグ
の数だけラグ付き自己相関係数（時差相関係数）ができる。こ
れをラグに関して図示したものがコレログラムである。 
　一般的には、このラグ付き自己相関係数はもとの時系列変数
の開始時点とラグの両方の関数となる。この時、データの開始
時点には依存せず、ラグのみの関数になる場合にその時系列
データは定常性を満たしていることになる。 
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　この定常性は単位根検定によって検討される。単位
根を持つ時系列データは定常性を満たさない。そこで、
一定の有意水準の下で、単位根が有るという帰無仮説
が棄却できなかった場合には、そのデータ系列は非定
常とみなされる。	


定常性と単位根検定	
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共和分検定	


一般に、重回帰分析において、幾つかの変数が非定常で
あったとしても、それらの変数を線形結合したものが定常
性を満たしている場合、これらの変数は共和分関係にあ
ると言われる。この場合には、幾つかの変数が非定常で
あっても、その重回帰分析の結果は「見せかけの回帰」で
はなく、長期的に均衡した安定的な関係として推定される。
ということは、通常の重回帰式において、誤差項を左辺に
移項して従属変数として変形した式の右辺は各説明変数
の線形結合になっている。それ故、誤差項に関して、単位
根検定を適用して、それが定常性を満たしていれば、これ
らの変数は共和分関係にあることになり、そのまま重回帰
分析を適用できることになる。この検定方法は共和分検定
と言われる。	




＜質的選択モデルによる接近＞	
 

　質的選択モデルには、プロビットモデル、ロジットモデル、トービットモデル
が良く知られている。	
 
通常の重回帰モデルと比較して、被説明変数（従属変数）が離散変数であるため、
誤差項に通常の連続確率分布を想定できない。	
 

それ故、特殊な分析手法が必要となる。	
 

　こうした分析には、観察不可能な潜在変数という概念を導入する。	
 
ここでは、海外直接投資予定額FI*を考察する。	
 
潜在変数FI*と説明変数（例えば企業の資本金や従業員の規模、進出地域など）と
の間に以下の関係を仮定する。	
 

　　　　　　FI*　＝　β1　＋　β2　Xi　＋　ei 

FIとFI*との関係は	
 

　　　　　　FI　＝　	
 



によって関係づけられる。　ここで、FI*は特定地域への海外直接投資予定額
である。これがプラスの企業は、アンケートにおいてその地域へ進出して海外
事業展開をすることに関心がある（FI＝１）と答えることになり、特定地域へ
の海外直接投資予定額がマイナスの企業は、アンケートにおいてその地域へ進
出して海外事業展開をすることに関心がない（FI＝０）と答えることになる。	
 

　このモデルでは、	
 

　Pi　＝　Pr（FI=１）＝　Pr（FI*＞０）	
 
　　　＝　Pr（εi＞―（β1＋β2Xi））	
 
　　　＝　Pr（εi＜（β1＋β2Xi））　　　　････････････(1) 

となる。	
 

　この式を用いて分析するためには、誤差項εiに関する分布関数を特定化する
必要がある。これに標準正規分布を仮定するのがプロビット・モデルである。	
 
　標準正規分布の場合の累積分布関数を使用すると、(1)式は	
 

Pi　＝　Pr（εi＜（β1＋β2Xi））　	
 
　　＝　Φ（β1＋β2Xi）	
 

　　＝　	
 



この分布関数のパラメータβ1、β2をデータに対して最も当てはまりが
良くなるように決定する訳である。	
 

　このようにプロビット・モデルは、数学的に扱い難い標準正規分
布の累積分布関数を使用することになるため、多くの実証分析では、
標準ロジスチック分布の累積密度関数、	
 

　	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 	
 Δ（β1＋β2Xi）
	
 ＝	
 	
 

を想定したロジット・モデルが多用される。	
 



＜トービット・モデル＞	
 

従属変数に制約がある場合の第2タイプのモデルがトービット・モデルであり、	
 
これは、従属変数の値の取り得る範囲に対して何らかの制限が課されているケー
ス（打ち切りデータ・モデル）である。	
 

プロビット・モデルやロジット・モデルの従属変数が離散的データであるのに対
して、トービット・モデルの場合は、従属変数は連続的な実数が分析対象となる。	
 
	
 	
 	
 	
 このトービット・モデルには、	
 閲覧モデル（Censored ｍodel）と	
 	
 切断モ
デル	
 	
 （Truncated model）の２種類がある。	
 

閲覧モデルの場合は、従属変数のデータがサンプルの分析対象となる範囲でのみ
収集されるが、説明変数に関しては各サンプルの全ての範囲の属性データが収集さ
れているケースである。	
 

他方、切断モデルの場合は、従属変数も説明変数も共に各サンプルの分析対象と

なる範囲のみのデータが収集されており、分析対象とならない範囲のデータはどの
変数（従属変数も説明変数も）についても存在しないケースである。	
 
閲覧モデルの場合にも、質的選択モデルと同じく潜在変数が導入される。本稿の
分析対象の場合、例えば、潜在的な直接投資予定額FI*は、	
 

　　FIi*　＝　β1　＋　β2　Xi　＋　ｅi 

ここで、モデルの被説明変数FIは、海外直接投資を計画する企業については直接
投資予定額そのものFI*であり、海外直接投資を計画しない企業の場合には０と
なる。	
 



この背景には、次の判断がある。ある地域に進出することによって得られる期待利潤
をπとすると、	
 

　　　　　　πi　＝　γ0　＋　γ1Zi	
 

ここで、Ziは特定地域に海外進出した企業の期待利潤を規定する要因となる種々の変
数である。この期待利潤がプラスならば、この企業は潜在変数としての海外直接投資
を実施しようとするが（FIi＝FIi*）、期待利潤πがマイナスならば潜在的な海外直接

投資計画を控えることになる（FIi＝０）。	
 

　　　　　If　πi　＞　０　　then　　FIi*＞０	
 
　　　　　If　πi　≦　０　　then　　FIi*≦０	
 

つまり、まず各企業は海外進出するか否かを意志決定し、つぎに進出決定した企業に
関してその海外直接投資額の大きさを分析することになる。従って、潜在変数FI*と
現実の海外直接投資FIとの関係は以下の通りとなる。	
 

　　　　　FI　＝　	
 

つまり、質的選択モデル（プロビット・モデルやロジット・モデル）とトービット・
モデルの違いは、潜在変数の値がプラス（FI*＞０）の場合に前者では従属変数は１
に対応するのに対して、後者では従属変数が潜在変数の値そのものに対応することで

ある。また、両モデルの場合とも、潜在変数の値がゼロ以下（FI*≦０）の場合には、
従属変数は0に対応する。	
 



＜トービット・モデルの推定結果＞	
 

この推定に関するデータは、東洋経済「海外進出企業総覧」（会社

別編）の最新（2009年）版である。この統計書から、農林水産業、食

品業、食品卸売業、飲食・外食業の各業種部門の欄を抽出した。これ

らの業種部門ごとに、海外直接投資、資本金、従業員、売上高、進出

分野、進出年次に関する情報を変数として使用し、この中で、海外直

接投資額を従属変数とするトービット・モデルを推定した。	
 



モデル１ ＜農林水産業＞従属変数　海外直接投資額	
 	
 
FDIB 

説明変数	
 
係数	
 z-値　	
 ｐ-値	
 

定数項	
 -1.195 -1.74 0.08 

SB（販売額）	
  0.022  17.2 0.00 

ET（従業員数販売額）	
  1.319  3.47 0.00 

APCC（アジア太平洋地域）	
 -2.438 -2.25 0.02 

NAFTA（北米自由貿易地域）	
  0.733  1.067 0.28 

EU（欧州共同体）	
 -2.142 -0.838 0.40 

_89（1980年代進出ダミー）	
  0.077  0.195  0.84 

対数尤度＝22.3  　　AIC=-0.872   　　サンプル数＝33 

 モデル１は、農林水産業関連企業に関して、その海外直接投資額を従属変数とし
たトービットモデルの推定結果である。この結果は、売上額が大きく雇用規模の大
きい農林水産業関連企業ほど、海外直接投資は大きくなる傾向にあることを示して

いる。また、進出先別に見るとNAFTA地域への進出企業ほど海外投資額は大きい
が、EUやアジア太平洋地域への進出企業の場合にはその海外投資額は比較的小さ
い傾向にあることが示される。また進出年に関しては、1980年代にそれ以前に比
べてより大きく海外直接投資が拡大したことを示している。	
 



モデル２ ＜食品産業＞従属変数　海外直接投資額  
FDIB 

説明変数	
 
係数	
 z-値　	
 ｐ-値	
 

C（定数項）	
 -30.837 -2.78 0.00 
SB（売上額）	
  0.030  0.15 0.87 
ET（従業員数）	
  8.608  1.55 0.11 
APCC（アジア太平洋地域）	
 -18.149 -1.90 0.05 
対数尤度＝-122.9　	
 	
 	
 AIC=1.96       サンプル数＝130 

モデル２は、日系食品企業に関して、その海外直接投資額を従属変数とした
トービットモデルの推定結果である。この結果は、売上額が大きく、雇用者数
の規模が大きい日系食品企業ほど、その海外直接投資額も大きくなる傾向にあ

ることを示している。また、進出先別に見ると、アジア太平洋地域に進出して
いる日系食品企業は他の地域への進出企業に比較して海外直接投資額が小さい
傾向にあることが分る。	
 



モデル３ ＜食品卸売企業＞	
 従属変数　海外直接投資額 FDIB 

説明変数	
 
係数	
 z-値　	
 ｐ-値	
 

C（定数項）	
 -0.052 -0.31 0.75 
SB（売上額）	
 -0.008 -0.17 0.86 
ET（従業員数）	
  1.159 4.99 0.00 
APCC（アジア太平洋地域）	
 -0.231 -1.55 0.11 
_89（販売・輸出入業) 0.232  1.39 0.16 
対数尤度＝35.6　　　	
 	
 AIC=-2.12      サンプル数＝28 

モデル３は、日系食品卸売り企業に関して、その海外直接投資額を従属変数
としたトービットモデルの推定結果である。この結果は、見かけ上は売上規
模の大きい企業の場合に海外直接投資額を小さくする傾向のあることを示し

ているが、この係数の推定値は有意ではない。また、従業員規模の大きい企
業ほど、その海外直接投資額も大きくなる傾向にあることを示している。さ
らに、進出地域別に見ると、アジア太平洋地域へ進出している企業の場合に
は、他の地域に進出している日系食品卸売企業に比較して、その海外直接投
資額が小さい傾向にあることが示される。加えて、進出年次別に見ると、

1980年代に進出した日系食品卸売企業はそれ以前の年	
 	
 



モデル4  ＜飲食・外食企業＞従属変数　海外直接投資額  FDIB 

説明変数	
 
係数	
 z-値　	
 ｐ-値	
 

C（定数項）	
 0.338 2.21 0.02 
SB（売上額）	
 0.038  1.23 0.21 
ET（従業員）	
 -0.388 -0.64 0.52 
APCC（アジア太平洋地域）	
 -0.259 -1.38 0.16 
_89(80年代進出ダミー)  0.298 1.22 0.21 
対数尤度＝8.85　　　	
 	
 AIC=-0.38      サンプル数＝15 

モデル４は、日系の飲食・外食企業に関して、その海外直接投資額を従属変数としたトー
ビットモデルの推定結果である。この結果は、売上規模の大きい日系外食・飲食企業ほど、
海外直接投資額も大きくなる傾向にあることを示している。しかし、従業員規模の大きい企

業の場合には海外直接投資額が逆に小さくなる傾向にあることが示される。これは外食・飲
食産業のようなサービス産業の場合には従業員規模は必ずしも企業の経営規模を反映しない
という状況を示唆しているとも考えられるが、この係数推定値は統計的に有意ではないので
余り断定的に解釈することはできない。また、進出地域別に見ると、アジア太平洋地域へ進
出している日系飲食・外食企業の場合には、他の地域に進出している企業に比較して海外直

接投資額は小さい傾向にあることが示される。加えて、進出年次別にみると、1980年代に進
出した日系飲食・外食企業は、概してそれ以前の時期に進出した企業に比較して海外直接投
資額が拡大していることがわかる。これは、海外に進出している他の業種の日系食品企業の
場合にも共通している。	
 



研究開発費RDSAと海外直接投資FDI	


[FDI]	
 

[RDSA]=17.44	
 

[RDSA]	
 
存在範囲	
 

[FDI]	
 
(＊＊)のグラフ概形	
 

[LSALE]=6.214	
 

[LSALE]	
 
存在範囲	
 

研究開発費LSALEと海外直接投資FDI	


海外直接投資の規定要因に関するトービット・モデル	




スペクトル分析	

加賀爪　優「オーストラリアにおけるビーフサイクルのスペクトル分析」『農業総合研究』、第33巻第 4号、p149～183、1979年10月 



（２）自己パワースペクトル分析	


ここで	


（１）コレログラムと定常時系列	


<時間領域>	
 <周波数領域>	




周波数領域での分散のぺリオドグラム	


クロススペクトル分析	


（ここで、Rxy(τ）はラグτの下でのクロス相関係数を示している）	




＜コヒアレンス＞ 
２系列間の各周波数ごとの関連度を示す尺度で、回帰分析でいう決定

係数に相当する。	


＜ゲイン＞ 
クロス振幅スペクトルDxy(θj）を入力系列のパワースペクトルPx (θj）で除したものはゲインと
言われ、回帰分析でいう回帰係数（入力系列Xに対する出力系列Yの回帰係数）に相当する。	


＜フェイズ＝位相＞ 
入列系列X(t)と出列系列Y(t)との位相差を示すもので、次式によりラジ
アン単位（弧度法）で測られる。	


＜タウ統計量＝タイムラグ＞ 
ラジアン単位で示された位相差は角周波数２πθjで時間単位へ変換できる。	


この統計量τ（θj）がプラスならば入力系列X(t)が出力系列Y(t)に先行して
いることが示され、τ（θj）がマイナスならば、入力系列X(t)が出力系列Y(t)
に遅行していると解釈される。	




［１］MBP系列（牛肉卸売市場価格、kg当り豪ドル、1962年1月～1976年12月の180ヶ月） 
［２］AOP系列（（壮齢肉牛市場価格、kg当り豪ドル、1962年1月～1976年12月の180ヶ月） 
［３］STN系列（総屠殺頭数、単位は万頭、1962年1月～1976年12月の180ヶ月）	


データ系列とその定常化	




（１）コレログラムによる分析	


（２）自己パワースペクトル分析	




相対的ピークの信頼性に関する有意性検定	


ここで、χα22(V)はカイ二乗分布の上側α%点、α１とα２はχ2分布の上側累積確率、 
P(θj）は正規分布に従うランダム変量のスペクトル密度の理論値、 
　　　　はその推定値である。ここで、Vは等価自由度と言われる近似式で 

で計算している。このVは、元の系列が必ずしも正確に世紀部ぷにした
がっているとは限らないという事情を考慮して選ばれる。	




クロススペクトル分析	






（ｉ）約１年周期の成分変動間の先行遅行関係	


（ii）約３ヶ月周期の成分変動間の先行遅行関係	


（iii）約３年周期の成分変動間の先行遅行関係	
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線形計画問題	


ある農村に50haの畑があり、キャベツ（X1 ha）とキュウリ（X2 ha）を作付する。	

キャベツ１ha作るのに労働力１人、キュウリ1ha作るのに４人を要するが、	

全部で100人まで動員できる	

キャベツ１ha当り50万円、キュウリ１ha当り100万円必要であり、	

合計3000万円まで使用できる。	

キャベツ１ha当り80万円、キュウリ１ha当り100万円の純収益が得られるとする。	

全純収益を最大にするには、キャベツとキュウリを各々、何ha作れば良いか	

また、その時、最大収益は何万円になるか？ 	


土地制約条件　　　 X1   +  　  X2 　≦　50 
労働制約条件　　  　X1   +  　 ４X2 　≦　100 
資金制約条件　　50X1  + 100X2　≦　3000 
純収益　　　　    　80X1  + 100X2　＝　Z 

数理計画法	


資料）農林統計情報部「地域統計分析の理論と実際」農林統計協会	
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図形による解法	


X2 X2 

X2=0.8X1+0.01Z　（純収益）	


ｷｬﾍﾞﾂ	


各
吼
叽
呁	


資料）農林統計情報部「地域統計分析の理論と実際」農林統計協会	
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ｼﾝﾌﾟﾚｯｸｽ表による解法	

＜第一段階＞	

　(i)変数名x1,x2,x3,x4を表頭に書き入れ、その下に制限式の係数を書き入れる。制限量は左方S欄に書き
入れ、その左の基底欄にy1,y2,y3と書く。　基底欄の意味は、第一段階の計画では、遊ばせておく土地
y1＝50、遊ばせておく労働y2=100、遊ばせておく資本y3=3000とする計画を示している。	


　(ii)表の左辺と上辺に各変数の収益係数を書く。遊ばせておく変数y1,y2,y3 の収益係数は各々0である。	

　(iii)Zj-Cjの行には各変数の収益係数を負にして書き入れる。なおS列には0を入れる。	

＜第１段階から第２段階へ移るための計算＞	

　(i) Zj-Cj（ｼﾝﾌﾟﾚｯｸｽ基準）の値のうち負で絶対値が最大の数に注目し、その上の３欄を太線で囲む。この
変数は第２段階で計画に採用するものである。	


　(ii)S欄の値を太線で囲んだ数値で割り、右辺のR欄に書き入れる。それらのうちで正で最小な数に注目し、
その行の左の各欄を太線で囲む。この変数は、第2段階で外すべきものである。	


　(iii)第一段階の表で太線で囲まれた行の各値を太線列との交点の値で割り、第２段階の表の対応する
行に書き入れる。	


　(iv)第１段階の表で太線で囲まれた行以外の各行については、各欄の値からその行の太線で囲まれた
値を(iii)で計算した第２段階の表に書き入れた値にかけた値を引いて、第2段階の対応する欄に書き
入れる。	


　(v)第２段階の表のZj-Cj（ｼﾝﾌﾟﾚｯｸｽ基準）は、次のように計算される。Zjは左端のCjと各列の対応する欄
の数値を掛け算して足したものである。Zjから表の最上段のCjを引いて第2段階のZj-Cj 行の各欄に記
入する。	


＜第２段階から第3段階に移るための計算＞	

　第２段階のZj-Cj（ｼﾝﾌﾟﾚｯｸｽ基準）の値のうち負で絶対値が最大の数に注目し、最右欄のRを第１段階と
同様に計算して正で最小な数に注目し、これらの列と行を太線で囲んで以上の方法を繰り返す。	


＜最適解の判定＞	

　 Zj-Cj（ｼﾝﾌﾟﾚｯｸｽ基準）に負数がなくなれば、それはもはや改善の余地が無いことを表すので、その段階
が最適解である。	


　この段階の表の基底欄とS欄は以下のことを示している。	

　　y2=20　（労働は20人余る）、　ｘ１=40（キャベツを40ｈａ作る）、　x2=10（キュウリを10ha作る）、　　　　Zj-

Cj=4200（全純収益は4200万円である）	

資料）農林統計情報部「地域統計分析の理論と実際」農林統計協会	
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シンプレクス法による解法	


y2 
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線形計画法　例題	


土地制約　　　　　　　　　　 X1　+       X2   ≦ 10 

11月労働制約　　　　　20 X1　+  40 X2    ≦ 360 

９月労働制約　　　　　　45 X1　+  22.5 X2 ≦ 360 

の下で　目的関数　	


　　　　　利潤関数　　　　Z　＝　１２ X1　+ ９ X2  　	


を最大化する問題　　　　	


資料）農林水産省農業研究センター「地域農業の計画手法」農林統計協会	
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図形による解法	




128 

シンプレクス法による解法	



